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○自動車保管場所証明等事務処理要領の制定について（例規通達） 

平成29年12月１日 

佐本規制発第258号 

改正 令和３年３月26日佐本務発第288号、７年３月28日佐本規制発第66号 

自動車保管場所証明等事務については、「自動車の保管場所の証明等事務処理要綱の制定

について」（平成３年９月３日付け佐警本例規（交規、会）第19号。以下「旧通達」という。）

により運用しているところであるが、自動車保有関係手続のワンストップサービスの運用開

始に伴い、別添のとおり自動車保管場所証明等事務処理要領を定め、平成30年１月４日から

運用することとしたので、事務処理上誤りのないようにされたい。 

なお、旧通達については、本通達の運用開始に伴い廃止する。 

別添 

自動車保管場所証明等事務処理要領 

第１ 趣旨 

この要領は、自動車の保管場所の確保等に関する法律（昭和37年法律第145号。以下「法」

という。）、自動車の保管場所の確保等に関する法律施行令（昭和37年政令第329号。以

下「令」という。）及び自動車の保管場所の確保等に関する法律施行規則（平成３年国家

公安委員会規則第１号。以下「規則」という。）に基づき、警察署長が行う自動車の保管

場所が確保されていることの証明及び保管場所の届出に関する事務（以下「証明等事務」

という。）の取扱いについて必要な事項を定めるものとする。 

第２ 用語の定義 

この要領における用語の意義は、次のとおりとする。 

１ 自動車 

法第２条第１号に規定する自動車をいう。 

２ 保有者 

法第２条第２号に規定する保有者をいう。 

３ 保管場所 

法第２条第３号に規定する保管場所をいう。 

４ 使用の本拠の位置 

自動車の保有者及び自動車の管理責任者の所在地をいい、保有者が自然人の場合はそ

の住所又は居所、法人の場合は事務所の所在地をいう。 

５ 証明申請 
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法第４条第１項に規定する保管場所の確保を証する書面の提出及び通知の申請をい

う。 

６ 届出 

法第５条、法第７条第１項及び法第13条第３項に規定する保管場所の届出、変更届出

等をいう。 

７ 書面申請 

書面により行う証明申請及び届出をいう。 

８ 電子申請 

警察署長の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と証明申請及び

届出を行う者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織

を使用して行う当該申請をいう。 

９ 証明通知 

令第２条第２項に規定する保管場所が確保されていることを証明する通知をいう。 

10 使用権原書 

規則第１条第２項第１号に規定する書面をいう。 

11 自動車保管場所証明電子化システム 

書面申請におけるデータ入力、電子申請における申請受理等を行うための佐賀県警察

において運用されるシステムをいう。 

第３ 証明申請に係る証明等事務 

１ 書面申請の受理 

警察署長は、書面申請による当該申請があったときは、次に掲げる書類について、そ

の記載内容を審査し、適当と認めるときは受理するものとする。 

(1) 自動車保管場所証明申請書 ２通（正本・副本） 

規則第１条に規定する自動車保管場所証明申請書 

(2) 使用権原書 

保管場所使用権原疎明書面（自認書）（別記様式第１号）若しくは保管場所使用承

諾証明書（別記様式第１号の２）又は使用権原を有することを疎明する書類 

(3) 所在図及び配置図 

保管場所の所在図・配置図（別記様式第２号）又は保管場所の所在及び配置を疎明

する書類 

(4) その他警察署長が必要と判断する書類 
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２ 電子申請の受理 

警察署長は、電子申請による当該申請があったときは、次に掲げるデータ（自動車保

管場所証明電子化システムを通じて電子申請されたもの）について、そのデータの内容

を審査し、適当と認めるときは受理するものとする。 

(1) 申請書画面 

(2) 使用権原書 

保管場所使用権原疎明書面（自認書）（別記様式第１号）若しくは保管場所使用承

諾証明書（別記様式第１号の２）又は使用権原を有することを疎明する書類 

(3) 所在図及び配置図 

保管場所の所在図・配置図（別記様式第２号）又は保管場所の所在及び配置を疎明

する書類 

(4) 使用の本拠の位置を疎明する書類（必要な場合のみ） 

３ 現地調査 

警察署長は、当該申請に係る場所が保管場所として適正に確保されているか否かを現

地調査するものとする。ただし、当該申請に係る場所について、過去１か月未満（証明

年月日を起算日とする。）に保管場所として証明書の交付及び証明通知がなされたもの

に限り、現地調査を省略することができる。 

４ 証明書の交付及び証明通知 

警察署長は、３の現地調査の結果、保管場所が確保されていると認められる場合には、

次のいずれかの事務を行うものとする。 

(1) 証明書の交付 

１の方法によりなされた書面申請のときは、自動車の保有者に対し、自動車保管場

所証明書（以下「証明書」という。）を交付するものとする。 

(2) 証明通知の実施 

２の方法によりなされた電子申請のときは、当該自動車の使用の本拠の位置を管轄

する地方運輸局運輸支局に対し、自動車保管場所証明電子化システムを使用して、保

管場所が確保されていることを証明する旨の通知を行うものとする。 

第４ 届出に係る証明等事務 

１ 届出の受理 

警察署長は、書面申請による当該申請があったときは、次に掲げる書類について、そ

の記載内容を審査し、適当と認めるときは受理するものとする。 
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(1) 自動車保管場所届出書 

規則第３条に規定する自動車保管場所届出書（新規・変更） 

(2) 使用権原書 

保管場所使用権原疎明書面（自認書）（別記様式第１号）若しくは保管場所使用承

諾証明書（別記様式第１号の２）又は使用権原を有することを疎明する書類 

(3) 所在図及び配置図 

保管場所の所在図・配置図（別記様式第２号）又は保管場所の所在及び配置を疎明

する書類 

(4) その他警察署長が必要と判断する書類 

２ 現地調査 

現地調査は省略するものとする。 

第５ 証明書の再交付に係る証明等事務 

１ 証明書の再交付申請 

警察署長は、第３の４の方法により交付した証明書について、紛失、汚損等の理由に

より当該証明書の再交付を必要とするときは、自動車の保有者に対し、自動車保管場所

証明申請書の提出を求めるものとする。ただし、証明書の再交付は、過去１か月以内（証

明年月日を起算日とする。）に交付した証明書に限るものとする。 

２ 証明書の再交付 

警察署長は、１の当該申請書を受理したときは、自動車の保有者に対し、証明書を再

交付するものとする。 

第６ 手数料の徴収事務 

１ 手数料の徴収の要否等 

証明等事務に係る手数料については、佐賀県手数料条例（平成12年佐賀県条例第３号）

別表第１に規定する手数料とし、当該手数料の徴収の要否については、別表のとおりと

する。 

２ 手数料の徴収方法 

当該手数料については、書面申請によるときは佐賀県証紙条例（昭和39年佐賀県条例

第19号。以下「証紙条例」という。）第２条第１項の規定により徴収するものとし、電

子申請によるときは証紙条例第２条第１項ただし書及び佐賀県証紙条例施行規則（昭和

39年佐賀県規則第21号）第３条の２の規定により徴収するものとする。 

第７ 事務の委託 
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第３の３に規定する現地調査等に係る事務については、当該事務を行うのに必要かつ適

切な組織及び能力を有すると認める者に委託して行うものとする。 

第８ 委任 

この要領の実施のために必要な細目的事項は、交通部長が別に定める。 

別表（第６関係） 

証明等事務の内容 手数料徴収の要否 

証明申請（再申請を含む。） 要 

届出（変更届出を含む。） 否 

証明書の再交付 否 
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別記様式第１号 
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別記様式第１号の２ 
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別記様式第２号 

 

 

 


